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 はじめに  

本県の医療は、医師や看護師の確保、救急医療体制の整備、周産期医療体制の充実な
ど多くの課題を抱えており、重点的に取り組んでいます。 
４つの県立病院は、４病院一括での地方公営企業法全部適用の枠組みの基に、これま
で高度医療や災害医療など政策医療の提供に大きな役割を果たしてきました。しかし、
医師や看護師の不足など医療を取り巻く環境が大きく変化するなかで、各病院が果たす
べき役割や機能を十分には発揮できなくなり、このままでは県民に良質な医療を安定的、
継続的に提供していくことが難しくなっています。 
このような基本的な認識に立って、県では、平成１８年度以降、県立病院に関する改
革の議論を積み重ねてきました。平成１９年８月には有識者等による「病院事業の在り
方検討委員会」を設置し、８回にわたって検討が行われ平成２０年９月には答申を受け
たところです。（※別紙１「病院事業の在り方検討委員会」からの答申（抜粋）） 
この答申を踏まえ、三重県議会からの申し入れなど様々な意見も参考にしながら検討
を進め、平成２１年２月に『県立病院改革に関する考え方（基本方針）（案）』を策定し、
公表しました。 
 その後、県議会における議論及びパブリックコメントや住民説明会などを通じて、基 
本方針（案）に対して、改革による「病院の姿」が具体的に示されていない、運営形態 
を変更した場合に本当に運営が可能なのか、といった意見が多く出されたことから、具 
体的な病院像と実現の可能性、実現に向けた課題等を把握することを目的に、平成２１ 
年８月から１２月にかけて、『「病院の姿」可能性詳細調査』を実施しました。 
 県立病院改革は決して先送りできない課題であることから、今後、この基本方針に基
づき、県立病院改革を着実に推進します。 

 
 

 第１ 県立病院改革の基本理念  

１ 改革の目的 
県立病院改革は、病院機能を廃止することが目的ではなく、病院の運営管理体制を再
構築し今後とも健全な経営を継続させることを前提に、各病院が県民に良質で満足度の
高い医療を安定的、継続的に提供することをめざしています。 

 
２ 改革を進める基本的な考え方 
  現在の県立病院は、医師、看護師不足により病院機能が十分に果たせなくなってきて
おり、単に財政面で赤字黒字といった議論ではなく、毎年度４０億円を超える一般会計
からの繰り入れを行ったうえで、なお借入金に頼らざるをえない資金状況など病院の存
続すら危惧される厳しい状況にあります。 
この状況を踏まえ、それぞれの病院が立地する地域の実情を考慮して、県民や地域の
住民にどのような医療が提供されるべきか、そのなかで県立病院に期待されている役割
は何か、求められる機能は何か、どうすればその役割・機能がより効果的に発揮される
のかという視点から改革を進めてまいります。 
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 第２ 地方公営企業法全部適用の検証  

１ 地方公営企業法全部適用の検証の経緯 
平成１８年２月に県議会において「三重県議会公営企業事業の民営化検討委員会（病
院事業庁分）」が設置され、平成１９年２月に最終報告が出されました。この報告に対す
る議論を踏まえて、議長から「県立４病院に係る地方公営企業法の全部適用の検証」が
要請されました。この要請を受けて平成１９年１０月に開催された三重県議会「県立病
院等調査特別委員会」に地方公営企業法全部適用(※１)の検証について報告を行いました
が、平成２０年２月には「県立病院等調査特別委員会」から改めて「県立病院の経営形
態の検討にあたっては、現在行われている地方公営企業法の全部適用について、その効
果と限界を検証すること。」という提言が行われました。 
 県としては、病院事業庁及び各病院の運営管理面に対する評価と検証が必要であると
考え、第三者による経営診断を受けたところです。 
一方、『病院事業の在り方検討委員会』にも、地方公営企業法全部適用の検証資料及び
経営診断の資料を提出し、同委員会で、その資料をもとに審議をいただきました。 
「病院事業の在り方検討委員会」の答申では、平成１０年度から経営健全化に取り組
み、その結果、収支面では各病院とも単年度経常収支均衡を達成するとともに、機能面
においても県の保健医療水準への貢献や、地域ニーズに応じた医療サービスの向上が図
られたことが明らかになりました。しかしながら、全部適用については、平成１１年度
から地方公営企業法を全部適用し様々な取り組みを行ってきたが、現在もその主旨やメ
リットを最大限に発揮するまでには至っておらず、県立病院が地域ニーズに的確に応え
ていくためには、①診療機能の特化と規模の適正化、②迅速に対応する経営管理体制と
それを支える事務部門の強化、③人材確保と病院経営における給与のあり方、④企業職
員としての意識改革などの課題を解決する必要があり、現在の運営管理体制では抜本的
に解決することは難しいと指摘されています。 
このことから、県が報告を行った全部適用の検証については、同委員会としても概ね
妥当であると判断されたと考えています。 
 
 
※１「地方公営企業法全部適用」 

地方公共団体の経営する病院事業については、地方公営企業法のうち財務に関する規定が当

然に適用されます。（所謂「一部適用」のこと）。また、財務に関する規定だけでなく、組織に
関する規定及び職員の身分取扱に関する規定についても適用することを全部適用といいます。 

県立病院には、４つの病院があり、それぞれ病院長が運営を行っていますが、現在の制度の

中では、全体の管理者として事業管理者を１名しか置くことができないことになっています。 

 
 
２ 現状の課題を踏まえた地方公営企業法全部適用の総括 
地方公営企業法の全部適用は、現在の法制度の中で認められたものであり、この制度
での病院運営を全て否定するものではありません。 
しかしながら、４つの県立病院は、病院の機能や規模、抱える課題、さらには立地す
る地域の医療環境がそれぞれ異なっています。このことを踏まえるとともに、平成１１
年度から全部適用に移行して約１０年間、本県の病院事業の上記の課題を解決できなか
ったこと、他県でも職員にかかる基本的な制度については知事部局等の制度を準用する
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では多くの制約があるとともに、病院の内部管理体制に課題があるため激変する医
療環境に、柔軟かつ迅速な対応が困難な状況が続いています。 
このような状況を克服するためには、病院長の責任と権限をより明確にし、刻々と
変化する医療環境に柔軟かつ迅速に対応していくことが必要であることから、運営形
態について「地方独立行政法人」（※４）へ移行することとします。なお、地方独立行
政法人化にあたっては、まず特定地方独立行政法人化を基本に関係機関と調整を行う
こととします。 

 
 
「地方独立行政法人」に移行することによって、 
① 病院長の責任と権限が明確になり、組織運営面において、柔軟かつ迅速な対応が
可能となり、運営管理体制の課題を解決することができます。 
②  給与体系や勤務条件を病院が独自に設定できることから、職員の確保にあたって、
柔軟な採用が可能になります。 
③ 県が定める中期目標を前提に自主的かつ自律的な運営を行うことが可能となり、
予算執行においても単年度主義が緩和されることから、中長期的な観点から弾力的
な運用が可能となります。 
④ 評価委員会が設置され、毎年度及び中期目標期間終了後の実績について、客観的、
専門的に評価が行われ、評価結果が公表されます。そのため、病院運営の透明性が
高まり目標達成度が明確になるため、経営意識や医療サービスの向上につながり、
職員の意識改革が進みます。 

    
といった改善効果が期待できるとともに、機能を発揮することによって政策医療を
確保します。 
なお、政策医療の確保に必要な経費については、運営費交付金により引き続き県
が財政措置を行っていきます。 
今回の改革を契機に、病院長はじめ職員が十分効果を発揮できるよう自ら考え、
良質な医療の提供という目標に向かって力を合わせることによって、北勢地域だけ
でなく、県内でも多くの分野で高い評価を受ける病院にしたいと考えています。 
 
 
 

※４「地方独立行政法人」 
病院の運営を効率的かつ効果的に行わせることを目的として、地方公共団体が設立する法人

のことをいいます。 
地方公営企業法全部適用との違いは、病院長の責任と権限がより明確になるとともに、特 

定地方独立行政法人の場合には、法人の職員として地方公務員法の適用を受けます（一般

地方独立行政法人の場合は、非公務員）。なお、目標管理制度の導入が義務づけられており、
評価委員会により客観的、専門的な評価が行われます。 
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④ 全県的な課題となっている社会的入院の解消をめざし、早期の社会復帰・地域移
行を行うためには、保健・医療・福祉の切れ目のない連携が求められています。 
⑤ 増加する精神科医療ニーズに対応するためには、専門性を持った精神科医師の確
保育成が求められています。 
 
（２） 役割・機能 
① 精神科における救急・急性期医療を充実し、措置入院患者、処遇困難な患者、触
法患者など民間病院では対応が困難な患者の積極的な受け入れを行います。 
② 行政機関や社会復帰施設等との連携を深め、患者の早期社会復帰を支援する医療
を推進します。 
③ アルコール依存症患者への対応について、更に充実します。 
④ 精神科医療での先進的治療の実践や魅力ある研修プログラムに取り組むことに
よって精神科医の人材育成の役割を担います。 
 

（３） 課題等 
① 措置入院患者、処遇困難な患者への対応等精神科救急の取組について、これまで
十分に対応できていない状況もあったことから、行政機関との連携を強めていくこ
とが課題となっています。 

  ② 全県的な課題となっている社会的入院の解消について、行政機関や社会復帰施設
等との連携を深め、患者の早期社会復帰を支援する医療を県内に普及させていくこ
とが課題となっています。 
③ 組織運営面で各部門の協働体制ができていないなどが課題となっています。 

 
（４）対策とその効果 
こころの医療センターは、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」で県に設置
が義務付けられている精神科病院であることから、県の医療行政との整合性を図り、
精神科急性期医療の拠点病院として充実させる必要があります。 
このことから、県の精神保健福祉行政との連携を重視し、病院長を事業管理者とす
ることを前提に、運営形態として、「地方公営企業法の全部適用」を継続することとし
ます。 
地方公営企業法の全部適用を継続することで、変動期にある精神科医療の領域にあ
って、県の政策医療を確保していきます。 
なお、政策医療の取組を進めるため、精神科病院の運営経験者等も含めた外部評価
委員会を設置して、取組目標の設定や成果について専門的な見地からの評価を行い、
今後とも病院の運営管理体制について、継続的な改善に努めます。また、病院経営に
精通した人材の育成など事務部門の専門性の向上について検討を行います。 
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（２） 役割・機能 
① 地域の医療環境とニーズを勘案すると、保健・医療・福祉の各領域にまたがる総
合的な高齢者ケアを確保します。 
② 津市白山及び美杉地域における病院としての機能を引き続き確保するとともに、
一次救急医療体制を維持します。 
 

（３）課題等 
  ① 診療圏は津市白山及び美杉地域に限定され、広域性があるとは認められないこと
から県立病院としての位置づけが不明確になっています。 
② 高齢者ケアの充実など福祉領域への取組を進めるためには、現在の県立病院の枠
組みの中では制約があります。 
③ 保健・医療・福祉の各領域にまたがる総合的な高齢者ケアの充実を図るためには、
病床規模の適正化や施設の有効活用などを検討する必要があります。 

 
（４）対策とその効果 
診療圏に広域性が認められず、県立病院の枠組では総合的な高齢者ケアの充実な
ど福祉領域への取組を進めることに制約があります。 
そのため、「県立」病院としては廃止し、「ニーズに応えられる事業者」へ移譲す
ることで、民間ノウハウを活用し、保健・医療・福祉の領域にまたがる総合的な高
齢者ケアへの転換を図ります。引き続き病院としての機能を維持し、地域の医療を
確保していきます。 
なお、移譲にあたっては、今後とも当該地域の医療を確保するための支援等につ
いて検討していきます。 
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  ② 医師、看護師の確保育成とともに、他の医療機関や地元医師会との連携を通じ、
地域全体として医療資源を有効に活用することが求められています。 
③ 志摩地域における精神科病床は同病院の１００床のみであることから、病床の維
持とともに、精神科身体合併症患者への対応の充実が求められています。 
 
（２） 役割・機能 
① 地域の医療環境と地理的条件等を勘案すると、志摩地域唯一の中核病院として二
次救急医療や災害医療で中心的な役割を担います。また、県と協力してへき地医療
を支援する役割も担います。 
② 特に、医師確保が困難な状況となっている内科、産科及び小児科等について、引
き続き医師の確保に努め、医療提供体制を維持するとともに、志摩地域の中核病院
としての役割を担って行きます。 
③ 一般診療と精神科診療の円滑な連携を図り、精神科身体合併症患者への対応を充
実します。 
 

（３）課題等 
① 医師不足から、現状では志摩地域の中核病院として求められる役割・機能を担う
ことが困難な状況です。そのため、柔軟な勤務体制や独自の給与体系の構築等によ
って、医師確保に向けて取り組みを進める必要があります。 
② 医師不足等により、近年、大幅な収支悪化を招いているため、経営改善を図る必
要があります。 
③ 志摩地域の限られた医療資源を有効に活用するため、今後、他の公立病院との連
携を進める必要があります。 
④ 患者の動向を見極めつつ、他病院等との連携体制を構築する中で、適正な病床規
模について検討する必要があります。 
⑤ 運営管理面で指揮命令系統が十分に機能していない実態がみられるとともに、一
部の部門における組織・人事体制の問題点や医事・経営部門の弱さが課題となって
います。 
 

（４）対策とその効果 
従来から果たしてきた救急医療等地域の中核病院としての役割を、今後とも果たし
ていく必要があります。しかし、現在の状況は、「病院事業の在り方検討委員会」で検
討が行われた時期よりも、病院機能の維持が危惧されるほど医師不足が厳しい状況に
なっています。 
このことから、医師確保については、三重大学の一層の協力を前提に、新たな医師
確保対策を早急に講じることが必要です。 
このため、引き続き県立病院として維持しつつ、医師確保と運営体制の改善を図る
ためには、運営形態について「指定管理者制度」（※５）を導入します。 

 
「指定管理者制度」を導入することによって、 
① 指定管理者を受けた事業者とともに医師確保を図ることにより、引き続き県立病
院として志摩地域の地域医療を守り、救急医療、災害医療などを担うことができま
す。また、へき地医療支援等の充実を図ることができます。 
② 民間の柔軟かつ効率的な運営ノウハウの活用により、抜本的な経営改善を図るこ
とができます。 
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③ 事業者に病院運営を委ねることで、組織運営において、柔軟かつ迅速な対応が可
能となるため、運営管理体制の課題を解決することができます。 

 
といった効果が期待できるとともに、他病院等との連携により、地域の医療提供体制
を維持することができます。また、指定管理者制度導入後においても、病院の管理状
況等について住民の皆さんにも情報提供を行い、意見交換できる仕組みを導入します。 
県として三重大学等に引き続き協力を求めつつ、病院運営のノウハウを持つ事業者
へ病院運営を委ねることに加えて、全県的に進めている医師確保対策と相まって、県
南部のへき地医療提供体制の確保をめざすことができると考えています。 

 
 

※５「指定管理者制度」 

多様化する住民ニーズに効果的・効率的に対応するうえで、民間事業者を含めた法人その他の
団体の中で最も適した者に公の施設の管理を代行させることによって、住民サービスの向上と経

費の削減などを図る制度のことです。 

なお、政策医療の実施については、県が指定管理料として負担するとともに、毎年の運営状況

を県が評価して県議会へ報告することで地域医療を確保していきます。 

 
 
 
（５）事業者に求める条件 
事業者に求める条件については、別添「三重県立志摩病院指定管理条件（骨子案）」
をもとにして指定管理の詳細な条件を検討していきます。 
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５ 病院事業庁（県立病院経営室） 
 
＜組織概要＞ 
○業務内容 病院事業管理者を置き、４つの県立病院の本部機能を持つ。 

主な業務内容は、県立病院の組織・人事・勤務条件・労働関係・人材育成、 
リスクマネジメント、広聴広報、情報公開、職員採用、経営企画・財務、議
会対応、渉外、県行政との調整など 

 
＜方向性＞ 
（１）現状の評価と課題 
  ① 病院経営の経験者や医療職の職員が少ないなど、各病院から要請がある経営支援
については、必ずしも対応できていません。 
また、本庁組織が資金管理や議会等に一括して対応していることから、各病院が
様々な判断や責任を本庁組織に依存し、自立性や主体性を欠いていることが課題と
なっています。 

  ② 効率的な病院経営には、病院長のリーダーシップの発揮と柔軟かつ迅速に対応で
きる組織体制が必要です。 
しかし、現在の運営管理体制では、県組織としての制約や県立病院間の調整に時
間を要するなど、刻々と変化する地域の医療ニーズに即応できないことが課題とな
っています。 
 

（２）方向性と主な対策 
    病院長が名実ともに経営責任者として、柔軟に運営方針を決定し、実行できるよ
うにするため、４つの病院をそれぞれの組織（法人）として分離させるとともに、
病院事業庁（県立病院経営室）を廃止します。 
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 第５ 改革の工程  

 県立病院改革は、「病院の姿」可能性詳細調査の結果を受けて、それぞれの病院ごとに 
次のとおり改革を進めます。 
（１）総合医療センターについては、平成２２年度から２３年度に地方独立行政法人化
に向けた準備作業を進め、平成２４年４月を目途に地方独立行政法人へ移行します。  
なお、地方独立行政法人化にあたっては、まず特定地方独立行政法人化を基本に
関係機関と調整を行うこととしますが、主な工程表は別紙２のとおりです。 
 

（２）志摩病院については、平成２２年度から２３年度に指定管理者制度の導入に向け
た準備作業を進め、平成２４年４月を目途に指定管理者制度へ移行します。 
なお、指定管理者制度導入に関する主な工程表は別紙２のとおりであり、６月中 
を目途に募集要項を決定し、公募の手続を進めることとします。 
 

（３）一志病院については「病院の姿」可能性詳細調査の結果を踏まえ、直ちに民間移
譲の手続きを進めることは困難であることから、当分の間は県立県営での運営を行
うこととします。 
 
（４）一志病院、こころの医療センター、病院事業庁（県立病院経営室）については、
平成２４年度以降どのような組織体制で運営を行うのかについて検討を行い、改め
て工程等を示します。 

 

 第６ 患者や地域住民への配慮  

 県立病院改革は個々の病院や機能を廃止することが目的ではなく、４つの病院が今後
とも県民に良質な医療を安定的、継続的に提供していくために行うものであり、患者や
地域住民に不安等が生じないよう、十分な情報提供等を行っていきます。 
 

 第７ 職員への説明と対応  

１ 改革を進めるにあたっては、職員に「県立病院改革に関する基本方針」を十分に説
明します。 
２ 県立病院改革は、地域での医療を安定的、継続的に確保していくために行うもので
あることから、職員の専門的な知識や技術を今後とも活かす方向で職員の処遇に努め
ます。 
３ 県立病院改革に伴う運営形態変更後の病院に勤務するために、職員に身分の変更を
求めるにあたっては、各職員の意向を十分に確認し、最大限尊重しながら調整に努め
ます。 

 

 第８ 改革の実現に向けて  

 それぞれの病院が県民に良質で満足度の高い医療を安定的、継続的に提供することを
めざしていくという目的を達成するため、「県立病院改革に関する基本方針」に基づいて
県立病院改革を着実に実行します。 
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別紙１ 
 

「病院事業の在り方検討委員会」からの答申（抜粋） 

 
平成２０年９月９日 

 
 
 
１ 総合医療センタ－ 
北勢地域の中核的な病院として、がん、脳卒中、急性心筋梗塞等、高度医療の提
供や救命救急センター、地域周産期母子医療センター、地域がん診療連携拠点病院、
災害拠点病院、第２種感染症指定機関など、本県の政策医療の提供に引き続き大き
な役割・機能が期待されている。また、臨床研修医、シニアレジデントの確保育成
機能など県内の医療人材の育成が求められている。 
運営形態について、地域ニーズに的確に応えるとともに、厳しい経営状況を早期
に改善するため、病院長の責任と権限の明確化などによる責任を持った病院運営と
様々な取組みに対する柔軟かつ迅速な対応が可能であり、早期に実現が可能である
一般地方独立行政法人に移行することが適当である。 
 

２ こころの医療センタ－ 
精神科における救急・急性期医療を充実し、措置入院患者、処遇困難な患者、触
法患者など民間病院では対応が困難な患者を積極的に受け入れることや行政機関
や社会復帰施設等との連携を深め、患者の早期社会復帰を支援するとともに、この
ような医療を県内に普及させる必要がある。また、精神科での先進的治療の実践や
魅力ある研修プログラムによって人材育成の役割が求められている。 
運営形態については、病院長が事業管理者となることを前提に、地方公営企業法
全部適用を継続させ、責任と権限を明確にするなど期限を区切って課題に取り組
み、改善成果が認められないと評価された場合は指定管理者制度に移行することが
適当である。 
 
３ 一志病院 
地域の医療環境とニーズを勘案すると訪問診療、訪問看護・介護を充実するなど、
保健・医療・福祉の各領域にまたがる総合的な高齢者ケアを確保する必要がある。ま
た、津市白山及び美杉地域における一次救急医療に対応することが必要である。 
運営形態については、保健、医療、福祉の領域にまたがる高齢者ケアの転換を踏ま
え、「県立」病院としては廃止し、地域ニーズに応えられる事業者へ移譲することが
適当である。 
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４ 志摩病院 
地域の医療環境と地理的条件等を勘案すると志摩地域唯一の中核病院として二次
救急医療や災害医療で中心的な役割を果たすとともに、県と協力してへき地医療に対
する支援を行うことが求められる。医師確保が困難な状況となっている産科や小児科
等についても、引き続き医師の確保が求められる。また、一般診療と精神科診療を円
滑に連携させ、合併症患者への対応を充実させることが求められる。 
  運営形態については、へき地等の地域医療を支援するノウハウを持つともに柔軟か
つ運営ノウハウを持つ事業者に病院管理を行わせることを前提に、県が指定管理者制
度を導入することが適当である。 
 
５ 病院事業庁（県立病院経営室） 
病院職員のモチベーションの向上及び経営責任の明確化のため、病院長が経営責任
者として権限と説明責任を負う必要があることから、４つの病院をそれぞれの組織
（法人）として分離させ、病院事業庁（県立病院経営室）は廃止・縮小させることが
適当である。 
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【用語解説】 

 

 用 語   内 容  

 あ行   

一次救急医療 
（初期救急医療） 
 

比較的軽症の患者を対象に主に外来診療により行われます。 

 

一般地方独立行政法人 地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必要のないものの

うち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれが

あるもので、効率的かつ効果的に行わせることを目的として、地方公

共団体が設立する法人のことをいいます。 
 

運営費交付金 設立団体から地方独立行政法人に対して、その業務の財源に充て
るために必要な経費として交付される財源措置をいいます。 

 

 
 

 

 か行   

借入金 病院運営を安定的に行うため、一般会計から借り入れている資金

のことをいいます。 

 
救命救急センター 生命に関わる緊急度の特に高い救急患者を対象とした三次救急を

担っています。県内では救命救急センターとして、県立総合医療

センター、市立四日市病院、山田赤十字病院が指定されています。 

 

繰入金 
 

地方公営企業法に基づき、不採算医療等を行うため県が負担する

経費のことをいいます。 
 

県がん診療連携拠点病院 各都道府県に概ね一カ所整備するとされています。地域がん診療

連携拠点病院の指定要件に加えて、がんを専門とする医療従事者

への研修の実施や都道府県がん診療連携評議会の設置などに関す

る要件が追加されています。 
 

健康福祉病院常任委員会 議会の内部機関で、付託を受けた議案などの審査や県の事務に関

する調査をそれぞれ分担して詳細に行います。条例で、政策総務、

防災農水商工、生活文化環境森林、健康福祉病院、県土整備企業、

教育警察、予算決算の７つの常任委員会を設置しています。 
健康福祉病院常任委員会は、健康福祉部、病院事業庁の所管及び

これに関連することを審議します。 
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 さ行   

災害拠点病院 大規模災害（地震、火災、津波など）等により、重篤な救急患者

の受け入れや広域医療搬送のため拠点となる病院をいいます。 

 

三次救急 二次救急医療では対応できない生命に関わる緊急度の特に高い患
者に対する救急医療をいいます。 

 

シニアレジデント 臨床研修医制度において、専門医の取得をめざす後期研修の最初

の２年間の身分のことをいいます。後期研修の３年目以降の身分

は、大学病院医員・関連病院医員などになります。 
 

周産期医療         周産期とは、出産時を含む出産前後の時期を意味する用語。広義
には胎児期と新生児期を合わせた時期のことをいいます。周産期

の期間は母子ともに異常が生じやすいために、突発的な緊急事態

に備えて産科、小児科双方からの総合的な医療体制が必要であり、
周産期医療と表現されます。 

 

指定管理者制度 多様化する住民ニーズに効果的・効率的に対応するうえで、民間

事業者を含めた法人その他の団体の中で最も適した者に公の施設

の管理を代行させることによって、住民サービスの向上と経費の
削減など図る制度のことをいいます。 

 

触法患者 心神喪失の状態で他害行為等を行った者で医療を受けている患者

のことをいいます。 
 

精神科身体合併症患者 
 
 

精神障がい者のうち、身体疾患を併せ持つ患者のことをいいます。 
 

政策医療 政策として実施する医療のことで、民間病院に任せるだけでは不

十分と考えられる高度医療、先進的医療、特殊医療、へき地医療
という分野に特化した医療をいいます。 
 

措置入院 精神障がいのため、自分自身を傷つけたり、他人に害を及ぼすお

それのある者について、精神保健指定医２人以上の診断結果にも

とづき、知事の命令によって強制的に入院させることができる精
神病棟の入院形態のことをいいます。 
 

総合的な高齢者ケア 高齢者について、急性期医療から慢性期医療、介護施設（又は在

宅）が必要であることから、医療サービスと介護福祉サービスの

連携による一体的なサービスを提供することをいいます。 
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 た行  

第二種感染症指定医療機関 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に
より二類感染症※の患者の入院を担当させる医療機関として知事

が指定した病院のことをいいます。 

 
※（「二類感染症」とは、急性灰白髄炎（ポリオ）、結核、ジフテ

リア、重症急性呼吸器症候群（SARS）のことです。） 
 

地域周産期母子医療センター 産科及び小児科等を備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を
行うことができる医療施設のことをいいます。 
県内では「総合周産期母子医療センター」が三重中央医療センタ

ーに、「地域周産期母子医療センター」が県立総合医療センター、

市立四日市病院、三重大学医学部附属病院、山田赤十字病院に設

置されています。 

 
地域がん診療連携拠点病院 各都道府県において、二次医療圏ごとに一カ所程度を目安に整備

するとなっています。診療体制、研修体制、情報提供体制につい

ての指定要件があります。 

 
地方公営企業法全部適用 地方公共団体の経営する病院事業については、地方公営企業法のうち

財務に関する規定が当然に適用されます。（所謂「一部適用」のこと）。

また、財務に関する規定だけでなく、組織に関する規定及び職員の身

分取扱に関する規定についても、全て適用することを全部適用といい

ます。 
 

ドクターヘリ 医療機器を装備し、救急医療の専門医・看護師が搭乗した専用ヘ

リコプターのこと。医療スタッフが搭乗しているので、現場から

治療が開始できます。 

 

 
 

 

 な行   

二次救急医療 緊急の入院や手術が必要な重症の患者を対象とした救急医療のこ

とをいいます。 
 

日本医療機能評価機構認定 
病院 

日本医療機能評価機構認定病院とは、厚生労働省、日本医師会、

日本病院会等の出資により設立された財団法人日本医療機能評価

機構が医療の質の一層の向上を図るために、第三者機関の立場か

ら病院の質と機能を評価して認定した病院のことです。 
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 は行   

評価委員会 地方独立行政法人を設立する場合は、設立団体に執行機関の附属

機関として、地方独立行政法人評価委員会を置くことされていま

す。評価委員会は、法人業務の実績評価などが定められています。 

 
病院事業の在り方検討委員会 県立病院の在り方を検討するため、平成１９年７月に県が設置し

た外部有識者による委員会のことをいいます。 
 

 
 

 

 ま行   

三重県議会公営企業事業の 
民営化検討委員会 

地方公営企業を取り巻く環境の変化を踏まえ、企業庁及び病院事業庁
が管理運営する事業の民営化への移行を検討することを目的として、

平成１７年２月に議長の私的諮問機関として設置された外部有識者

と県議会議員から構成された委員会のことです。 
 

 
 

 

 ら行   

臨床研修医 大学で６年間の医学教育後、診療に従事しようとする医師に対し、

医師免許取得の後に臨床研修の名で上級医の指導の下に臨床経験

を積む卒後教育を受ける医師のこと。プライマリ・ケアを中心と
した幅広い診療能力の習得を目的として、２年間の臨床研修を義

務化されています。 

 

 
 
 


